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 東京海上トラスト少額短期保険の現状 

会社概要 （2026年 3 月 31日現在） 

商       号   東京海上トラスト少額短期保険株式会社    

本 社 所 在 地   横浜市西区みなとみらい２‐２‐１‐１ 横浜ランドマークタワー35F 

設       立   ２０１６年１２月１２日 

登   録   日   ２０１８年 １月１９日 

     関東財務局長（少額短期保険 第８６号） 

資   本   金   225,000,000 円 

(東京海上ホールディングス株式会社１００％出資) 

決    算    月   ３月 

事  業 内  容      少額短期保険業  

 
沿革 

  

2016 年 12 月 12 日 株式会社リログループの 100%出資により会社設立 

2018 年 1 月 19 日 関東財務局に少額短期保険業者（少額短期保険第 86号）と

して登録 

2018 年 4 月 9 日 「株式会社リロ少額短期保険株式会社」として保険営業開始 

2025 年 11 月 28 日 東京海上ホールディングス株式会社が当社の全株式を取得 

社名を「東京海上トラスト少額短期保険株式会社」に変更 

2026 年 4 月 1 日 「日本ワイド少額短期保険株式会社」と吸収合併（存続会社

は当社） 

（参考）日本ワイド少額短期保険株式会社は、2015年 3月 20 日から保険営業を開始しており、2025年 11 月 28 日

時点の株主は株式会社リログループでしたが、同日付けで東京海上ホールディングスが全株式を取得しました。 

 

ご挨拶 
 

 当社は「株式会社リロ少額短期保険」として、2018年 4月 9日から保険営業を開始し、以

後順調に業務を拡大してまいりましたが、先般、2025年 11月 28日に株式譲渡により東証プ

ライム市場上場の東京海上ホールディングス株式会社の 100%子会社となり、社名も「東京海

上トラスト少額短期保険株式会社」に変更いたしました。 

グループの方針に基づき、当社では 2026 年 4 月 1 日からは新規契約および更新契約の引

受は行っておりませんが、現在ご契約頂いているご契約者の皆様につきましては、保険契約

の満期まで万全を尽くして確実にお守りしてまいります。 

何卒、よろしくお願い申し上げます。 
 

２０２６年７月 

東京海上トラスト少額短期保険株式会社 

            取締役社長 瀧澤 巌 
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 東京海上トラスト少額短期保険の現状 

Ⅰ 経営について                                      

親会社の状況 

会 社 名 所 在 地 
主要な事業 

内   容 

設   立 

年 月 日 

資 本 

金 

親会社が有する 

当社の議決権比率 

東京海上ホー

ルディングス

株式会社  

東京都千代田区

大手町 2-6-4  

常盤橋タワー 

保険持株会社（東

京海上グループの

経営管理等） 

2012 年 

4 月 2 日 

1500

億円 
100％ 

 

代表的な経営指標 (合併前の 2026 年 3 月 31 日時点で存在した２社の数値を併記しております) 

（１）東京海上トラスト少額短期保険株式会社（2026 年 4 月 1 日の合併前） 

（単位：千円） 

 2023 年度 2024 年度 2025 年度 

正味収入保険料 16,324 17,711 14,747 

経常収益 655,905 709,529 615,773 

  保険料等収入 655,543 708,045 613,333 

経常費用 680,614 734,505 659,211 

  保険金等支払金 407,323 441,494 392,176 

  事業費 248,887 268,329 243,365 

  113 条繰延資産償却費 23,152 23,152 23,152 

  113 条繰延額 － － － 

経常損失 △24,709 △24,976 △43,438 

当期純損失 △25,221 △25,329 △43,838 

資本金 225,000 225,000 225,000 

発行済株式総数 5,000 株 5,000 株 5,000 株 

保険業法上の純資産 95,950 71,145 27,744 

総資産額 253,781 233,066 110,360 

責任準備金残高 17,994 19,524 17,228 

113 条繰延資産 46,304 23,152   － 

繰延税金資産 － － － 

ソルベンシー・マージン比率 732.8％ 695.1％ 565.7％ 

  ソルベンシー・マージン総額 51,233 47,992 27,744 

  リスクの合計 12,976 13,807 9,808 

配当性向 － － － 

有価証券残高 － － － 

従業員数 3 人 5 人 7 人 
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（２）旧 日本ワイド少額短期保険株式会社（2026 年 4 月 1 日の合併前） 

（単位：千円） 

 2023 年度 2024 年度 2025 年度 

正味収入保険料 33,232 35,599 32,447 

経常収益 635,630 674,698 652,361 

  保険料等収入 616,940 650,894 632,723 

経常費用 629,014 648,300 641,270 

  保険金等支払金 368,050 371,728 381,749 

  事業費 221,642 256,596 253,238 

  113 条繰延資産償却費 18,946 － － 

  113 条繰延額 － － － 

経常利益 6,616 26,397 11,090 

当期純利益  5,035 23,606 9,907 

資本金 132,500 132,500 132,500 

発行済株式総数 3,900 株 3,900 株 3,900 株 

純資産 72,015 95,621 105,529 

総資産額 259,992 273,258 238,779 

責任準備金残高 37,970 32,709 26,626 

113 条繰延資産 － － － 

繰延税金資産 － － － 

ソルベンシー・マージン比率 1892.3％ 2300.1％ 1650.5％ 

  ソルベンシー・マージン総額 76,927 101,454 112,230 

  リスクの合計 8,130 8,821 13,980 

配当性向 － － － 

有価証券残高 － － － 

従業員数 8 人 8 人 7 人 

  

 ２０２５年度の事業概況 

2025 年度は順調に業容を拡大してまいりましたが、2025 年 11 月 28 日に株式譲渡により

東京海上ホールディングスの 100%子会社となったことにともない、グループの方針に沿っ

て 12 月以後は新規契約の引き受けを停止し、満期を迎えた契約の更新契約の引き受けのみ

を行ってまいりました。 

このため、正味収入保険料が減少し（前年比▲17%）、当期純損失も拡大（前年比▲18 百万

円）しておりますが、計画通りの推移であり、財務の健全性の指標であるソルベンシーマー

ジン比率は 565.7%を維持しております。 
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 東京海上トラスト少額短期保険の現状 

（合併前の旧日本ワイド少額短期保険株式会社も概ね同様の傾向となっております） 

当社は 2026 年 4 月 1 日付けで日本ワイド少額短期保険と合併いたしました（存続会社は当

社）。合併後は新規契約に加え満期更新契約の引き受けも停止いたしますが、合併効果によ

る業務効率化を進め引き続き財務の健全性を維持してまいります。 

 

内部統制基本方針 

当社は、会社法および会社法施行規則ならびに東京海上ホールディングス株式会社（以下

「東京海上ＨＤ」という。）との間で締結された経営管理契約および東京海上ＨＤが定めた

各種グループ基本方針等に基づき、以下のとおり、内部統制基本方針を定めています。 

１．東京海上グループにおける業務の適正を確保するための体制 

(1)当社は、東京海上グループ経営理念、東京海上ＨＤとの間で締結された経営管理契約、

「東京海上グループ グループ会社の経営管理に関する基本方針」をはじめとする各

種グループ基本方針等に基づき、適切かつ健全な業務運営を行う。 

a. 当社は、事業戦略、事業計画等の重要事項の策定に際して東京海上ＨＤの事前承認

を得るとともに、各種グループ基本方針等に基づく取り組み、事業計画の実施状況

等を取締役会および東京海上ＨＤに報告する。 

(2)当社は、「東京海上グループ 経理に関する基本方針」に基づき、当社の財務状態およ

び事業成績を把握し、株主・監督官庁に対する承認・報告手続、税務申告等を適正に実

施するための体制を整備する。 

(3)当社は、「東京海上グループ 財務報告に係る内部統制に関する基本方針」に基づき、

財務報告の適正性と信頼性を確保するために必要な体制を整備する。 

(4)当社は、「東京海上グループ 情報開示に関する基本方針」に基づき、企業活動に関す

る情報を適時・適切に開示するための体制を整備する。 

(5)当社は、「東京海上グループ IT ガバナンスに関する基本方針」に基づき、IT ガバナン

スを実現するために必要な体制を整備する。 

(6)当社は、「東京海上グループ AI ガバナンスに関する基本方針」に基づき、AI ガバナ

ンスを実現するために必要な体制を整備する。 

(7)当社は、「東京海上グループ データマネジメントに関する基本方針」に基づき、デー

タマネジメントを実現するために必要な体制を整備する。 

(8)当社は、「東京海上グループ 人事に関する基本方針」に基づき、社員の働きがい、や

りがいの向上、透明公正な人事および成果実力主義の徹底により、生産性および企業価

値の向上の実現を図る。 

２．職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

(1)当社は、「東京海上グループ コンプライアンスに関する基本方針」に基づき、以下の

とおり、コンプライアンス体制を整備する。 

a. 役職員が「東京海上グループ コンプライアンス行動規範」に則り、事業活動のあ
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らゆる局面においてコンプライアンスを最優先するよう周知徹底を図る。 

b. コンプライアンスを統轄する部署を設置するとともに、年度アクションプランを

策定して、コンプライアンスに関する取り組みを行う。 

c. コンプライアンス・マニュアルを策定するとともに、役職員が遵守すべき法令、社

内ルール等に関する研修を実施して、コンプライアンスの周知徹底を図る。 

d. 法令または社内ルールの違反が生じた場合の報告ルールを定めるとともに、通常

の報告ルートのほかに、社内外にホットライン（内部通報制度）を設け、その利用

につき役職員に周知する。 

(2)当社は、「東京海上グループ 内部監査に関する基本方針」に基づき、被監査部門から

独立した内部監査担当部署を設置するとともに、内部監査規程を制定し、効率的かつ実

効性のある内部監査体制を整備する。 

３．リスク管理に関する体制 

(1)当社は、「東京海上グループ リスク管理に関する基本方針」に基づき、以下のとおり、

リスク管理体制を整備する。 

a. リスク管理方針を定め、当社の事業遂行に関わる様々なリスクについてリスク管理

を行う。 

b. リスク管理を統轄する部署を設置するとともに、リスク管理方針において管理対象

としたリスク毎に管理部署を定める。 

c. リスク管理についての年度アクションプランを策定する。 

(2)当社は、「東京海上グループ 危機管理に関する基本方針」に基づき、危機管理方針を

定め、危機管理体制を整備する。 

４．職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

(1)当社は、経営管理契約に基づき、グループの経営戦略および経営計画に則って、事業計

画（数値目標等を含む。）を策定し、当該計画の実施状況をモニタリングする。 

(2)当社は、業務分担および指揮命令系統を通じて効率的な業務執行を実現するため、職務

権限に関する規程を定めるとともに、事業目的を達成するために適切な組織機構を構

築する。 

(3)当社は、(1)～(2)のほか、職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制を

整備する。 

５．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

 当社は、文書等の保存に関する規程を定め、重要な会議の議事録等、取締役の職務の執

行に係る情報を含む重要な文書等は、同規程の定めるところに従い、適切に保存および管

理を行う。 

６．監査役の職務を補助すべき職員に関する事項 

(1) 当社は、監査役の求めに応じ、監査役の監査業務を補助するために必要な知識・能力

を具備した職員を配置する。 
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(2) 当該職員は、監査役の命を受けた業務および監査を行う上で必要な補助業務に従事し、

必要な情報の収集権限を有する。 

(3) 当該職員の人事考課、人事異動および懲戒処分は、常勤監査役の同意を得た上で行う。 

７．監査役への報告に関する体制 

(1)役職員は、経営、財務、コンプライアンス、リスク管理、内部監査の状況等について、

定期的に監査役に報告を行うとともに、当社またはグループ会社の業務執行に関し重

大な法令もしくは社内ルールの違反または会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事

実があることを発見したときは、直ちに監査役に報告を行う。 

(2)当社は、監査役に(1)の報告を行った者が、当該報告を行ったことを理由として不利な

取扱いを受けることがないよう、必要な体制を整備する。 

(3)役職員は、ホットライン（内部通報制度）の運用状況および報告・相談事項について定

期的に監査役に報告を行う。 

８．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

(1) 監査役は、取締役会に出席するほか、その他の重要な会議または委員会に出席し、意

見を述べることができるものとする。 

(2) 監査役は、重要な会議の議事録、取締役が決裁を行った重要な稟議書類等については、

いつでも閲覧することができるものとする。 

(3) 役職員は、いつでも監査役の求めに応じて、業務執行に関する事項の説明を行う。 

(4) 内部監査担当部署は、監査に協力することなどにより監査役との連携を強化する。 

(5) 当社は、監査役の職務の執行に係る費用等について、当社が監査役の職務の執行に必

要でないことを証明したときを除き、これを支払うものとする。 

 

コーポレート・ガバナンスの状況 

当社は、お客様、株主、代理店、社員、地域・社会という各ステークホルダーに対する責任

を果たすためコーポレート・ガバナンスの充実を重要な経営課題として位置付け、持株会社

である東京海上ホールディングスが策定した「コーポレート・ガバナンス基本方針」および

当社の「内部統制基本方針」に基づいた健全で透明性の高いコーポレート・ガバナンス態勢

を構築しています。 

 

1. 取締役・取締役会 

取締役は 3名（2026年 7月 1日現在）、任期は 1年とし、再任を妨げないものとしてい

ます。 

取締役会は、重要な業務執行を決定するとともに、取締役の職務の執行を監督する責務、

適切な内部統制システムを構築する責務等を負います。 

また、各取締役は、取締役会がこれらの責務・機能を充分に全うできるよう努めていま

す。 
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2. 委員会および保険計理人 

保険金支払検証委員会 ：契約者保護を図るため、保険金請求に関する苦情案件

は、知見のある社外の方にも参加いただき、公平な判断

を諮ります。 

保険計理人          :財務の健全性に関する法令で定められた確認検証業務

を行い、意見書を取締役会に提出します。 
 

3. 監査役 

監査役は社外監査役 1 名です。（2026 年 7 月 1 日現在） 

監査役は、独立した機関として、企業の健全で公正な経営に寄与し、社会的信頼に応

えることを目的に、取締役の職務執行について監査を行います。 

監査の実施にあたっては、監査役が定めた監査方針および監査計画等に従い、質の高

い監査を実施するよう努めています。 
 

4. 内部監査態勢 

グループ全体として実効性ある内部監査を効率的に実施できる態勢の実現を目指し、

当社を含めた一部の東京海上グループ国内各社の監査機能を東京海上ホールディング

ス内部監査部に集約しています。東京海上グループでは、内部監査について、「組織

体に価値を付加し、組織体の業務を改善することを目的とした、アシュアランス業務

およびアドバイザリー業務をいう。このうち、アドバイザリー業務とは、ガバナン

ス、リスクマネジメント、コントロールの各プロセスを対象として、内部監査を通じ

て得た知見等を踏まえ、組織体のステークホルダーに助言を提供する業務をいい、ス

テークホルダーとの合意に基づいて実施する。」と定義し、当社の全業務・全組織等

を対象に内部監査を実施しています。内部監査結果については、取締役会等に報告し

ています。 

 

コンプライアンスの徹底 

当社は、「お客様の信頼を得るための日常の業務活動すべてがコンプライアンスの取

り組み」という認識のもと、コンプライアンス態勢の強化を図り、全役職員がコンプラ

イアンスの徹底に取り組んでいます。 

コンプライアンス態勢 

１．会社全体としてのコンプライアンスの徹底のため、取締役会および監査役により、コ

ンプライアンスに関する基本方針・年次計画の立案や実施状況の点検・監視を行って

います。 

２．コンプライアンスの確実な推進とけん制機能の適切な実施のため、コンプライアンス

部門を設置しています。 
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３．各部長がコンプライアンス推進の責任者となりコンプライアンス研修の実施等、部署

内のコンプライアンスの徹底を図っています。 

４．コンプライアンス上の問題を発見した場合には、速やかに内部統制部等に報告・相談

を行うことを義務付けています。 

５．何らかの理由で通常の報告・相談を行うことが適当でない場合には、各種ホットライ

ンを利用して匿名で報告・相談を行うことができる体制にしています。 

 

情報開示 

当社はお客様をはじめとするあらゆる皆様に、当社をご理解いただき、また正しくご評

価いただくために「東京海上グループ 情報開示に関する基本方針」に基づき、当社に

関する情報の適宜・適切な開示に努めています。 

ホームページ（https://www.trssi.co.jp/） 

 

反社会的勢力等への対応 

東京海上グループは、良き企業市民として公正な経営を貫き広く社会の発展に貢献するた

め、反社会的勢力等との関係の遮断および不当要求等に対する拒絶を経営理念の実践にお

ける基本的事項として位置づけ、反社会的勢力等に対して、弁護士や警察等とも連携して、

毅然とした姿勢で組織的に対応することに努めます。 

 

当社では、反社会的勢力等に対し、東京海上グループの方針を踏まえて以下１から５に基

づき対応します。 

１．組織としての対応 

反社会的勢力等からの不当要求等に対しては、担当者や担当部署だけに任せず、会社組

織全体として対応します。また、反社会的勢力等からの不当要求等に対応する役職員の

安全を確保します。 

２．外部専門機関との連携 

反社会的勢力等からの不当要求等に備えて、平素より、警察、暴力追放運動推進センタ

ー、弁護士等の外部の専門機関との緊密な連携関係の構築に努め、不当要求等が行われ

た場合には必要に応じ連携して対応します。 

３．取引を含めた一切の関係遮断 

反社会的勢力等とは、業務上の取引関係を含めて、一切の関係を持つことのないよう努

めます。また、反社会的勢力等からの不当要求等は拒絶します。 

４．有事における民事と刑事の法的対応 

反社会的勢力等からの不当要求等に対しては、民事と刑事の両面から法的対応を行いま

す。 

５．裏取引や資金提供の禁止 

https://www.trssi.co.jp/
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反社会的勢力等からの不当要求等が、東京海上グループの各社の不祥事を理由とする場

合であっても、事案を隠蔽するための裏取引は絶対に行いません。また、反社会的勢力

等への資金提供は、リベート、利益上乗せ、人の派遣等、いかなる形態であっても絶対

に行いません。 

 

リスク管理態勢 

保険事業運営上のリスクが高度化・複雑化・多様化してきたことを踏まえ、当社は、東京

海上グループのリスク管理に関する基本方針に基づき各種の「リスク管理方針」を定め、

業務の健全性と適正性を確保し向上するための管理態勢を構築しています。 

 

＜リスク管理基本方針＞ 

業務の健全性と適正性を確保し維持することを目的に「リスク管理基本方針」を定め、

リスク管理に係る組織・体制、リスクの定義、レポーティングルールなど、当社のリス

ク管理全般に関する基本的事項を明確化しています。 

＜危機管理方針＞ 

当社は、リスク管理基本方針に基づき「危機管理方針」を定め、お客様・代理店との関

係に広範かつ重大な影響が生じたり、当社業務に著しい支障が生じる事態において、適

切な行動・措置をとり、当社が被る経済的損失を極小化し、迅速に通常業務へ復旧する

こととしています。 

＜個別リスク管理方針＞ 

当社の事業遂行に関わる主要なリスクを特定し、主管部を定め個別にリスク管理に取り

組んでいます。 

主要なリスクの概要は次のとおりです。 

１.保険引受リスク 

経済情勢や保険事故の発生率等が保険料設定時の予測に反して変動することにより損失

を被るリスクをいいます。 

２.流動性リスク 

会社の財務内容の悪化等による新契約の減少に伴う保険料収入の減少、大量または大口

解約に伴う解約返戻金支出の増加、巨大災害での資金流出等により資金繰りが悪化し、

資金の確保に通常よりも著しく低い価格での資産売却を余儀なくされること等により損

失を被るリスク（資金繰りリスク）および市場の混乱等により市場において取引が出来

なかったり、通常よりも著しく不利な価格での取引を余儀なくされたりすること等によ

り損失を被るリスク（市場流動性リスク）をいいます。 

３.事務リスク 

役職員、業務委託先等が正確な事務を怠る、あるいは事故・不正等を起こすことにより

損失を被るリスクをいいます。 



 

 

 

 
11 

 

 東京海上トラスト少額短期保険の現状 

４.システムリスク 

情報システムのダウンまたは誤作動等、システムの不備等に伴い会社が損失を被るリス

ク、さらにコンピュータが不正に使用されることにより損失を被るリスクをいいます。 

５.情報漏えいリスク 

役職員、業務委託先等の処理誤りや不正な処理等により、重要情報の漏えいが発生し、

損失を被るリスクをいいます。 

６.法務リスク 

事業活動に関連して発生する可能性がある（イ）法令等違反リスク（法令等の不遵守に

より損失を被るリスク）および（ロ）法律紛争リスク（法律紛争の発生により損失を被

るリスク）をいいます。 

７.レピュテーショナルリスク 

会社および会社業務に密接な関係を有する者に関する否定的な評価・評判が日本国内外

に流布することにより、会社の信用やブランド価値等が悪化し、結果的に不利益を被る

リスクをいいます。 

８.事故・災害・犯罪リスク 

事故・災害・犯罪に起因して、会社または会社業務に密接な関連を有するものが、その

生命・身体・資産・情報・信用・業務遂行能力に被害を被ることによって損失を被るリ

スクをいいます。 

９.人事労務リスク 

必要な人材の確保または育成が十分でないこと、人事運営に関する不満に起因する役職

員の士気の低下、不適切な労務管理に起因する役職員の士気の低下または心身の健康障

害等により、会社の円滑な業務運営が阻害されるリスクをいいます。 

10.上記以外のリスク 

1～9以外に業務の特性等に応じて想定されるリスクをいいます。 

 

再保険について 

当社は、過大なリスクを保有することで経営の安定を阻害することがないよう、当社が定

める方針に基づき、財務基盤のしっかりした再保険会社と再保険契約を締結して、保険責

任の一定割合を移転しています。同再保険に付すことにより、巨大災害と想定される大規

模地震や巨大台風による風災の際にも、当社が自ら負担する支払責任額を、資本金に比較

して十分に低い額にコントロールしています。 

 

資産運用方針 

少額短期保険業者の資産運用は、預貯金（外貨建を除く）・国債・地方債等に限定されてい

る上、当社では安全性・流動性の確保のため、預貯金による運用を基本方針としています。 

 



 

 

 

 
12 

 

 東京海上トラスト少額短期保険の現状 

情報管理方針 

〇個人情報の取扱いについて（プライバシーポリシー） 

弊社は、お客様からの信頼をあらゆる活動の原点として、ステークホルダーの皆様の期待

に応えていくことで社会の発展に貢献することを目指しています。 このような理念のも

と、弊社は、個人情報の保護に関する法律（以下、「個人情報保護法」といいます。）、行政

手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（以下、「マイナン

バー法」といいます。） その他の法令、ガイドライン、一般社団法人日本少額短期保険協

会の「個人情報保護指針」および東京海上グループ プライバシーポリシーを遵守して、 

以下のとおり個人情報ならびに個人番号および特定個人情報（以下、個人番号および特定

個人情報を総称して「特定個人情報等」といいます。）を適正に取り扱います。なお、本プ

ライバシーポリシーの記載内容については、適宜見直しを行い、改善に努めていきます。  

※本プライバシーポリシーにおいて、「個人情報」および「個人データ」は、特定個人情報

等を除くものをいいます。 

 

1. 個人情報の取得について  

（特定個人情報等につきましては下記「8. 特定個人情報等の取扱いについて」をご覧

ください。）  

弊社は、業務上必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により個人情報を取得します。  

(1) 本人からの取得  

弊社は、取引書類、アンケート等を通じて個人情報を取得します。また、各種ご連絡

やお問い合わせ、ご相談等に際して、内容を正確に記録するために、通話内容の録音

等により個人情報を取得することがあります。  

(2) 本人以外からの取得  

弊社は、東京海上グループ各社、業務委託先、取引先等その他の第三者からまたは公

開されている情報を元に、個人情報を取得する場合があります。弊社が本人以外から

個人情報を取得する具体例は以下のとおりです。  

〇 提供元の例：一般財団法人民事法務協会、株式会社ゼンリン  

〇 取得する個人情報の項目の例：登記事項証明書記載の建物の構造の情報等､住宅地

図等  

弊社は、個人データを第三者から取得する場合には、当該取得に関する事項（どのよ

うな提供元から、どのような個人データを取得したか、提供元の第三者がどのように

当該データを取得したか等）について確認・記録します。  

 

2. 個人情報の利用目的について  

（特定個人情報等につきましては下記「8. 特定個人情報等の取扱いについて」をご覧く

ださい。）  
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弊社では、以下に記載された目的および下記「5. グループ会社および提携先企業との共

同利用について」に掲げる目的（以下、「利用目的」といいます。）に必要な範囲内で個

人情報を利用します。  

(1) 保険契約の適正な引受、維持管理、更新、保険金のお支払い、保険料の通知、請求

および返戻  

(2) 委託先（代理店を含む）のサービスの案内・提供  

(3) 弊社業務・商品・サービスに関する情報提供、運営管理および商品・サービスの充

実  

(4) 弊社が有する債権債務の管理および債権の回収  

(5) 再保険会社との再保険契約の締結、再保険契約に基づく通知および再保険金の請求  

(6) 東京海上グループ各社・提携先企業等が取り扱う損害保険、生命保険、コンサルテ

ィング等の商品およびサービスの案内  

(7) 各種イベント・キャンペーン・セミナーの案内、各種情報の提供  

(8) 弊社または弊社代理店が提供する商品・サービス等に関するアンケートの実施  

(9) 弊社または弊社代理店が提供する商品、サービスに関する市場調査、個々のお客様

に係る情報の集約および当該情報の照合を含むデータ分析、アンケートの実施等による

新たな商品およびサービスの研究および開発、ならびにグループ会社の商品・サービス

の品質向上  

(10) 弊社社員の採用、販売基盤（代理店等）の新設・維持管理  

(11) 他の事業者から個人情報の処理を委託された場合の委託業務の遂行  

(12) お客様からのお問い合わせ･依頼等への対応  

(13) 保険事故の受付および相談対応、事故に関する各種専門業者に係る情報の提供、な

らびに保険事故に係る損害、事故原因の調査（関係先への照会および連携を含みます。）  

(14) 保険金等の不正請求その他の不適正事案の防止および排除  

(15) 弊社または弊社代理店が提供する商品、サービスに関する、他の事業者、研究機関

等と共同して行う研究、新たな商品およびサービスの開発、ならびにグループ会社の商

品・サービスの品質向上（個々のお客様に係る情報の集約および当該情報の照合を含む

データ分析を行う場合を含みます。）  

(16) お客様の閲覧履歴・購買履歴・属性等の情報を分析して実施する、お客様の興味関

心に応じた弊社商品・サービスの広告宣伝、ならびにお客様のニーズに適合した保険募

集人の推薦および紹介  

(17) お客様の閲覧履歴や購買履歴等の情報を分析して実施する、お客様の興味関心に応

じた東京海上グループ各社および提携先企業等が取り扱う商品・サービスの広告宣伝  

(18) 情報システム、情報資産および業務用財産の保全、ならびに弊社施設の安全管理  

(19) お客様に関する保険契約情報、事故情報等を用いたリスクの分析、予測に基づく、

お客様のリスクに応じた適切な弊社商品・サービスの提案  
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(20) 上記(1)から(19)に関する業務内容および手続の改善  

利用目的は、お客様にとって明確になるよう具体的に定め、ウェブサイト等で公表しま

す。 また、取得の場面に応じて利用目的を限定するよう努めます。さらに、利用目的を

変更する場合には、その内容をご本人に通知するか、ウェブサイト等に公表します。 利

用目的の達成に必要な範囲を超えて個人情報を取り扱うときは、個人情報保護法第 18条

第 3項各号に掲げる場合を除き、ご本人の同意を得るものとします。  

※グループ会社の範囲につきましては「5. グループ会社および提携先企業との共同利用

について」(3)をご覧ください。  

 

3. 個人データの第三者への提供について  

（特定個人情報等につきましては下記「8. 特定個人情報等の取扱いについて」をご覧く

ださい。）  

(1) 弊社は、次の場合を除いて、ご本人の同意を得ることなく個人データを第三者に提

供しません。  

〇 利用目的の達成に必要な範囲内において、業務を外部（代理店を含む）へ委託する

場合  

〇 少額短期保険協会等との間で共同利用を行う場合（下記「6. 支払時情報交換制度」

をご覧ください。）  

〇 法令に基づき提供が許容される場合  

〇 人の生命、身体または財産の保護のために必要がある場合であって、ご本人の同意

を得ることが困難である場合  

〇 公衆衛生の向上または児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であ

って、ご本人の同意を得ることが困難である場合  

〇 国の機関もしくは地方公共団体またはその委託を受けた者が法令の定める事務を

遂行することに対して協力する必要がある場合であって、ご本人の同意を得ること

により当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがある場合  

〇 当該第三者が学術研究機関等である場合であって、当該第三者が当該個人データを

学術研究目的で取り扱う必要がある場合（当該個人データを取り扱う目的の一部が

学術研究目的である場合を含み、個人の権利利益を不当に侵害するおそれがある場

合を除きます。）  

〇 弊社の業務遂行上必要な範囲内で、委託先に提供する場合（下記「4. 個人データお

よび特定個人情報等の取扱いの委託について」をご覧ください。）  

〇 合併その他の事由による事業の承継に伴って個人データが提供される場合  

〇 弊社のグループ会社および提携先企業との間で共同利用を行う場合（下記「5. グル

ープ会社および提携先企業との共同利用について」をご覧ください。）  

(2) 弊社は、法令で定める場合を除き、個人データおよび個人関連情報を第三者に提供
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した場合（個人関連情報の第三者提供については提供先で個人データとして取得される

ことが想定される場合）には当該提供に関する事項（どのような提供先に、どのような

個人データを提供したか等）について記録します。  

(3) 弊社は、第三者から受領した個人関連情報を、弊社が保有する他の情報と結びつけ

る等して個人情報として利用することがあります。  

 

4. 個人データおよび特定個人情報等の取扱いの委託について  

弊社は、利用目的の達成に必要な範囲において、個人データおよび特定個人情報等の取

扱いを外部に委託することがあります。弊社が外部に個人データおよび特定個人情報

等の取扱いを委託する場合には、委託先の選定基準を定めて適切な委託先を選定し、委

託契約を締結し、委託先における個人データの取扱い状況を含む情報管理体制を確認

する等委託先に対する必要かつ適切な監督を行います。  

弊社では、例えば次のような業務に関連して、個人データおよび特定個人情報等の取扱

いを委託しています。  

(1）保険契約の募集に関わる業務  

(2）保険金支払いその他の損害サービスに関わる業務  

(3）情報システムの保守および運用に関わる業務  

(4）支払調書等の作成および提出に関わる業務  

 

5. グループ会社および提携先企業との共同利用について  

弊社は、東京海上グループ各社および提携先企業との間で、以下のとおり個人データを

共同利用します。  

特定個人情報等につきましては共同利用を行いません。  

(1) 利用目的  

上記 2.(1)から(20)に記載された利用目的および持株会社による東京海上グループ各

社の経営管理および共通重複業務  

(2) 個人データの項目  

住所、氏名、電話番号、電子メールアドレス、性別、生年月日、その他申込書等に記

載された契約書内容および事故状況、保険金支払状況など  

(3) 共同利用する事業者等  

● グループ会社：  

東京海上ホールディングスのグループ会社は外部サイト 

（https://www.tokiomarinehd.com/company/about/group.html）をご覧ください。  

東京海上日動のグループ会社はこちら 外部サイト 

（https://www.tokiomarine-nichido.co.jp/company/group/group.html）をご覧

ください。  

https://www.tokiomarinehd.com/company/about/group.html
https://www.tokiomarine-nichido.co.jp/company/group/group.html
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日新火災海上保険のグループ会社は外部サイト 

（https://www.nisshinfire.co.jp/company/group.html）をご覧ください。  

東京海上日動あんしん生命保険のグループ会社は外部サイト 

（https://www.tmn-anshin.co.jp/company/group/）をご覧ください。  

東京海上日動ファシリティーズのグループ会社は外部サイト 

（https://www.tkn-f.co.jp/company/network/index.html）をご覧ください。  

ID&E のグループ会社は 

（https://www.id-and-e-hd.co.jp/aboutus/group/）をご覧ください。 

 ● 提携先企業：  

弊社が個人データを共同利用している提携先企業はございません。  

(4) 個人データ管理責任者  

東京海上トラスト少額短期保険株式会社 

住所：神奈川県横浜市西区みなとみらい 2-2-1-1 横浜ランドマークタワー35F 

代表者氏名：瀧澤 巌 

  

6. 支払時情報交換制度（特定個人情報等につきましては情報交換制度等の対象外です。）  

弊社は、（社）日本少額短期保険協会、少額短期保険業者および、特定の損害保険会社

とともに保険金等のお支払いまたは、保険契約の解除、取消し、もしくは無効の判断の

参考とすることを目的として、保険契約に関する所定の情報を相互照会しております。  

詳細につきましては、（社）日本少額短期保険協会のウェブサイト 

（http://www.shougakutanki.jp/）をご覧ください。  

 

7. センシティブ情報の取扱いについて  

弊社は、要配慮個人情報ならびに労働組合への加盟、門地、本籍地、保健医療および性

生活に関する情報（本人、国の機関、地方公共団体、学術研究機関等、個人情報保護法

第 57条第 1項各号もしくは同法施行規則第 6条各号に掲げる者により公開されている

もの、および、本人を目視し、もしくは撮影することにより取得するその外形上明らか

なものを除きます。）を、個人情報保護法その他の法令、ガイドラインに規定する場合

を除くほか、取得、利用または第三者提供しません。  

 

8. 特定個人情報等の取扱いについて  

特定個人情報等は、マイナンバー法により利用目的が限定されており、弊社は、その目

的を超えて取得・利用しません。  

弊社は、マイナンバー法で認められている場合を除き、特定個人情報等を第三者に提供

しません。  

 

https://www.nisshinfire.co.jp/company/group.html
https://www.tmn-anshin.co.jp/company/group/
https://www.tkn-f.co.jp/company/network/index.html
https://www.id-and-e-hd.co.jp/aboutus/group/
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9. 個人情報保護法に基づく保有個人データおよび特定個人情報等に関する事項の通知、 

開示・訂正等・利用停止等について  

個人情報保護法に基づく保有個人データおよび特定個人情報等に関する事項の通知、

開示（第三者提供記録の開示を含む）・訂正等・利用停止等に関するご請求（以下、「開

示等請求」といいます。）については、下記「12. お問い合わせ窓口」にご請求くださ

い。 ご請求者がご本人であることをご確認させていただくとともに、弊社所定の書式

にご記入いただいたうえで手続を行い、後日回答します。利用目的の通知請求および開

示請求については、弊社所定の手数料をいただきます。 開示等請求の詳細につきまし

ては（https://www.trssi.co.jp/assets/pp_kaijiseikyu.pdf）をご覧ください。  

 

10. 安全管理措置について  

弊社では、個人データおよび特定個人情報等の漏えい、滅失またはき損の防止その他の

個人データおよび特定個人情報等の安全管理措置を講じます。具体的な安全管理措置

の内容につきましては 

（https://www.trssi.co.jp/assets/pp_anzensochi.pdf）をご覧ください。  

 

11. 仮名加工情報・匿名加工情報の取扱いについて  

弊社は、仮名加工情報および匿名加工情報を適正に取り扱います。仮名加工情報および

匿名加工情報の取扱いの詳細につきましては 

（https://www.trssi.co.jp/assets/pp_kameikakozyoho.pdf）をご覧ください。  

 

12. お問い合わせ窓口  

弊社は、個人情報、特定個人情報等、仮名加工情報（個人情報であるものを除く）およ

び匿名加工情報の取扱いに関する苦情およびご相談に対し適切かつ迅速に対応します。 

弊社の個人情報、特定個人情報等、仮名加工情報（個人情報であるものを除く）および

匿名加工情報の取扱いならびに個人データ、特定個人情報等、仮名加工情報（個人情報

であるものを除く）および 匿名加工情報の安全管理措置に関するご照会、ご相談は、

下記までお問い合わせください。  

 

東京海上トラスト少額短期保険株式会社 お客様コールセンター  

受付時間：午前 9 時 30分〜午後 5 時（土日・祝日・休日および 12 月 30 日～1 月 3 日

を除く）  

■旧リロ少短のお客様  ： 0120-861-792  

■旧ワイド少短のお客様 ： 0120-767-081  

住所および代表者の氏名等については（https://www.trssi.co.jp/company/）をご

覧ください。  

https://www.trssi.co.jp/assets/pp_kaijiseikyu.pdf
https://www.trssi.co.jp/assets/pp_anzensochi.pdf
https://www.trssi.co.jp/assets/pp_kameikakozyoho.pdf
https://www.trssi.co.jp/company/
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法人情報の取扱いについて  

法人等のお客様の情報の東京海上グループでの共同利用について  

東京海上グループでは、「お客様や社会の”いざ”をお守りする」というパーパスのも

と、保険事業を中心に、様々なサービスやソリューションを通じて、お客様の安心と安

全を支える取組みを進めています。  

こうした取組みを円滑かつ効果的に推進するため、グループ各社が連携し、より付加

価値の高い商品・サービスの開発・提供や、グループ全体の経営管理・リスク管理を

強化することを目的として、法人およびその他団体のお客様の情報について、「東京

海上グループにおける法人等のお客さま情報の共同利用について」

（https://www.tokiomarinehd.com/company/governance/internal/policy/joint_use

.html）に記載している東京海上グループでの共同利用の取扱いを行う場合がありま

す。 

共同利用の停止を希望されるお客様は、「法人等のお客さま情報の共同利用について 

共同利用の停止」 

（ https://www.tokiomarinehd.com/company/governance/internal/policy/joint_use

.html）のとおり、共同利用停止のお申し出をお願いいたします。 

 

勧誘方針 （現在、新たな保険契約（満期契約の更新契約を含む）の引受は行っておりません） 

お客様への販売・勧誘にあたって「金融サービスの提供及び利用環境の整備等に関する法律」

に基づき、当社の勧誘方針を次のとおり定め、保険商品の適正な販売活動に努めます。  

1. 金融サービスの提供及び利用環境の整備等に関する法律・消費者契約法・個人情報の保

護に関する法律およびその他各種法令等を遵守し、適正な保険販売に努めます。  

2. 当社代理店に勧誘方針の理解と徹底を図るための指導・教育に努めます。  

3. 保険商品の内容およびご契約に関する重要事項については、重要事項説明書による説明

を行い、お客様が十分理解されたうえでご契約いただくよう努めます。また、販売形態

に応じて適切な説明に努めます。  

4. 保険の販売・勧誘にあたっては、お客様にご迷惑をおかけする時間帯や場所での勧誘は

いたしません。  

5. 保険事故が発生した場合は、迅速かつ適正な保険金の支払いに努めます。  

6. プライバシー保護の重要性を認識し、お客様の情報については、適正かつ厳正な管理に

努めます。  

7. お客様からのお問い合わせには、迅速・適切・丁寧な対応に努めます。  

8. お客様のご意見等の収集に努め、今後の保険商品の改善や販売活動に反映していくよう

努めます。  

※「金融サービスの提供及び利用環境の整備等に関する法律」の概要については、金融庁の

https://www.tokiomarinehd.com/company/governance/internal/policy/joint_use.html
https://www.tokiomarinehd.com/company/governance/internal/policy/joint_use.html
https://www.tokiomarinehd.com/company/governance/internal/policy/joint_use.html
https://www.tokiomarinehd.com/company/governance/internal/policy/joint_use.html
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ホームページをご覧ください。 

 

保険募集制度 （現在、新たな保険契約（満期契約の更新契約を含む）の引受は行っておりません） 

代理店の業務内容 

代理店は、少額短期保険会社との間で締結した代理店委託契約に基づき、保険

会社に代わって、お客様との間で保険契約を締結し、保険料を領収することを

基本的な業務としています。 

代理店登録および届出 

代理店が保険募集を行うためには、保険業法第 276 条に基づき、内閣総理大臣

への登録を受けることが必要です。また、保険取扱者が、少額短期保険の募集

をするためには、「少額短期保険募集人試験」に合格し、内閣総理大臣へ届出を

しなければなりません。 

当社の少額短期保険代理店制度 

当社は、不動産管理業者および仲介業者に代理店の委託を行っており、代理店

によるお客様サービスのさらなる充実とコンプライアンスの徹底を図るため、

代理店手数料体系・代理店教育体系を中心とした代理店制度を策定し、より一

層の代理店資質の向上を目指しています。 

代理店指導・点検およびモニタリング 

●募集前研修 

募集前研修は、募集人が適切な保険業務を行えるよう研修をします。(以下は主

な内容) 

・少額短期保険の特有の業務 

・当社特有の業務 

・コンプライアンス（禁止行為他） 

●定期・業務研修 

定期・代理店業務研修は、募集人が適正な保険募集を行えるよう定期的、継続

的に行います。 

●代理店点検 

代理店点検は、代理店における保険募集の状況や事務管理体制を確認し、適正

な募集体制の維持・向上を図るため、各代理店の状況に応じて実施します。 

●代理店監査（モニタリング） 

代理店監査は、代理店における保険募集の状況や事務管理体制の整備状況を確

認し、体制整備および保険募集の適切性について指導・検証します。 
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お客様本位の業務運営に係る基本方針 

当社は、「お客様からの信頼をあらゆる事業活動の原点におき」、「お客様にご満足いただける商

品・サービスの提供を通じて、『くらしの安心』をお届けする」ことを経営理念に掲げています。 

また、お客様をはじめとした社会からの要請に応えることをコンプライアンスと捉え、コンプラ

イアンスの徹底は当社の経営理念の実践そのものであるとの認識のもと、事業活動のあらゆる

局面において、その徹底を最優先とすることを宣言し、取り組んでいます。 

そして、当社は、「お客様の声」を真摯に受け止め、最後まで責任を持ち、お客様にとってわか

りやすい商品の開発や、ビジネスプロセスの進化に取り組み、お客様対応力を向上させるととも

に、お客様の声に基づいた業務品質の向上に努めています。 

社会環境が大きく変化し、リスクも多様化する中で、保険事業の存在意義は、お客様のくらしや

事業の安心・安全・安定に貢献することであり、事故や災害といった非日常的な状況の中でも、

お客様に安心していただくため「寄り添い安心を支える担い手」となることが、当社に求められ

ている使命だと考えております。 

こうした考えのもと、お客様に寄り添い、多様化するニーズを鋭敏に捉えながら、「お客様本位」

の保険事業をより徹底していくために、「お客様本位の業務運営方針」（以下、運営方針）を策定

しています。運営方針に基づいた具体的な取り組みを強化するとともに、代理店と連携し、お客

様に「くらしの安心」をお届けすることにより、より多くのお客様や地域社会からの信頼や支持

が得られるように弛まぬ努力を重ねてまいります。 

お客様本位の業務運営方針 

１.お客様本位の業務運営に関する方針の策定・公表  

東京海上トラスト少額短期保険株式会社（以下、「当社」という）は、お客様の利益

に繋がる誠実かつ適切な企業活動を行うために、「お客様本位の業務運営に係る基本

方針」を定めます。  

２.顧客への最善の利益追求  

当社は、お客様に最善の利益がもたらされるよう常に追求し、行動いたします。  

３.利益相反の適切な管理  

当社は、お客様の利益が不当に害されることのないよう、利益相反のおそれのある

取引を適切に把握・管理してまいります。  

４.重要な情報の分りやすい提供  

当社は、お客様目線を持ち、不明や不安な点がないか確認しながら情報提供に努めます。  

５.顧客にふさわしいサービスの提供  

当社は、できる限りお客様のニーズに応えられるよう、お客様にふさわしいサービ

スを提供いたします。  

６.従業員に対する適切な動機づけの枠組み  

当社は、お客様との信頼関係を構築していくため、高い倫理観を持ち、専門的な知

識を兼ね備えた人材育成に努めます。  
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Ⅱ 商品・サービスについて                                                  

（現在、新たな保険契約（満期契約の更新契約を含む）の引受は行っておりませ

んので、ご注意ください） 

 

保険商品： 

（旧リロ少短の商品）賃貸生活総合保険  

賃貸生活総合保険の特徴 

火災をはじめさまざまな偶然な事故により、入居者（被保険者）の所有する家財に損

害を被った場合や、賃貸借契約に基づき、または緊急的に入居物件を修理した費用を費

用補償保険金としてお支払いします。さらに、火災等により宿泊施設を利用する費用、

引越しのための費用について仮住まい費用保険金をお支払いします。また、入居者（被

保険者）による第三者や貸主に対する損害賠償事故で法律上の損害賠償責任を負った

場合に保険金をお支払いします。 

 

保険期間：1年または 2年 

保険始期：保険開始日の 16時に開始 

お支払いする保険金：家財保険金、費用保険金、第三者に対する賠償責任保険金、貸主

に対する賠償責任保険金です。 
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（旧ワイド少短の商品）ワイド Room保険  

ワイドＲｏｏｍ保険の特徴 

ワイドＲｏｏｍ保険は、居住用住宅にお住いの方を対象都市、お客様の家財の補償に加え、

家主様、第三者への賠償責任の補償もセットにした保険です。 

 

保険期間：2年 

保険始期：保険開始日に開始 

お支払いする保険金：家財保険金、費用保険金、第三者に対する賠償責任保険金、貸主に対

する賠償責任保険金です。 

 

 

契約手続 （現在、新たな保険契約（満期契約の更新契約を含む）の引受は行っておりません） 

１．意向の把握 

当社代理店（不動産管理・仲介業者）で入居物件が決まりましたら、お客様にパンフ

レット、重要事項説明書をお渡しして、賃貸入居者に係るリスクを説明するとともにお

客様の意向を把握し、当社の保険商品（賃貸生活総合保険）を提案します。 

２．商品説明および重要事項説明 

   パンフレット、重要事項説明書（契約概要・注意喚起情報）により、提案した保険商
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品の内容がお客様の意向に合致していること、また補償内容、加入コース（保険料）、告

知事項、注意事項等をわかりやすく説明します。 

３．意向の確認 

   賃貸借契約書の記載事項と、お客様が希望する加入コースや保険期間等の契約内容を

もとに代理店（募集人）が作成した加入申込書を提示し、その記載内容に間違いがない

か、また、お客様の意向に合致しているかを確認していただきます。 

4．契約の締結 

   加入申込書の「契約申込印兼告知印」欄に記載された内容をお客様に確認していただ

き、所定の欄に自署または記名・押印をしていただきます。 

また、保険証券の発行を希望される場合には、「保険証券の発行省略についてのご確認欄」

にチェックをしていただきます。 

5．保険料の領収・申込書(控)の交付･保険証券発行 

   お客様に所定の保険料をお支払いいただき、保険料領収証および加入申込書（控）を

お渡しします。また、お客様の保険契約の内容は当社のホームページで確認することが

できますが、保険証券の発行を希望された場合は、後日保険証券を郵送します。 

 

クーリング・オフについて （現在、新たな保険契約（満期契約の更新契約を含む）の引受は

行っておりません） 

当社では、「クーリング・オフ制度」を採用しております。 

クーリング・オフ（契約の撤回）につきましては、8日以内に②－④の方法で請求くださ

い。ただし、⑤－⑧の契約のケ－スではクーリング・オフの対象にはならず、保険契約

を解約していただくこととなりますので、ご注意ください。 

① クーリング・オフは、ご契約を申し込まれた日または重要事項説明書を受領された日

のいずれか、遅い日から 8日以内であれば行うことができます。 

② クーリング・オフの手続きは、取扱代理店ではできませんので、当社の下記＜送付 

先＞ に必ず上記①の期間内に（8 日以内の消印有効）郵便または電磁的記録（電子

メール）にてご送付ください。 

③ クーリング・オフされた場合、すでにお支払になった保険料は、速やかにお客様にお

返しいたします。また、当社および取扱代理店はクーリング・オフによる損害賠償ま

たは違約金はー切請求いたしません。ただし、ご契約を解除される場合には、保険期

間の開始日からご契約の解除日までの期間に相当する保険料を日割り計算によりお

支払いただく場合があります。 

④ クーリング・オフをご希望される場合は、葉書または電磁的記録（電子メール）に次

の必要事項をご記入いただきお送りください。 

《必要事項》 

・ご契約をクーリング・オフする旨の内容 
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・ご契約者の氏名(押印)、住所、連絡先電話番号 

・ご契約申込日 ・保険証券番号 ・取扱代理店名 

＜送付先＞ 〒220‐8135 横浜市西区みなとみらい 2‐2‐1‐1  

 

クーリング・オフできない場合について 

⑤ 法人、事業所、官公庁、組合その他の法人または団体が締結した保険契約 

⑥ 個人が営業又は事業のために締結した保険契約 

⑦ 既に保険金の支払事由が発生している保険契約 

⑧ 通信機器または情報処理機器を利用する方法により申込まれた保険契約 

 

 

 

法令による注意事項（特にご注意いただくこと） （現在、新たな保険契約（満期契約の

更新契約を含む）の引受は行っておりません） 

1．当社は、保険会社が加盟する「保険契約者保護機構」の会員ではありません。同機構が 

行う資金援助等の処置の適用はなく、また保険契約の移転等における資金援助の補償対 

象契約に該当しません。 

2. 当会社が引受ける「賃貸生活総合保険」の保険期間は 1 年間または 2 年間のいずれかに

なります。また、この保険契約により当会社が支払う保険金の合計額は、1回の事故につ

き、保険証券等記載の金額を限度とします。 

3，保険金支払事由が集中して発生し、当社の経営維持に重大な影響を与えると見込まれた 

場合には、保険期間中に保険料の増額または保険金額の減額をすることがあります。 

4．―保険契約者について引受ける全ての被保険者の総数は原則 100名までとなります。 

5．この保険の収支を検証して不採算となる場合など、継続契約の引受けが困難となった場合 

には、継続契約をお引受けできないことがあります。 

 

保険金のお支払 

事故が発生した場合の保険金の支払いは、当社の最も重要な業務です。迅速で的確な損害

調査を行い。公平・公正な保険金支払を遂行し、保険契約者および代理店から高い信頼を

得るため、当社では「保険金請求に必要な書類を受領した日から、30 日以内にお支払する

ことを約束しています（特別な調査を要する場合を除きます）。 

１． 保険金支払のフロー （旧リロ少短、旧ワイド少短の別により補償内容は異なっています） 
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2．事故受付について 

当社では、火災・賠償事故発生の際の事故受付を 24 時間 365 日体制で行っております。 

事故受付専用： 

■旧リロ少短のお客様  ： 0120-521-792  

■旧ワイド少短のお客様 ： 0120-519-482  

3. 適正な保険金支払のために 

保険金支払は、「損害調査業務サービスマニュアル」に基づき公正に支払いをし、その

業務の適正性について監査を行っています。 

4. 再審査請求制度について 

お客様からの保険金請求に対して、当社のお支払に関する判断につきご了承いただけ

ない場合には、お客様からのご請求により「再審査請求制度」をご利用いただくこと

ができます。お客様から再審査のご請求をいただいた事案については、知見のある社

外の方を入れた「保険金検証委員会」において、判断内容について再審査します。 

「再審査請求制度」の対象となる事案は、ご契約内容（約款）に基づき、保険金支払

の対象外とされたものです。 

 

公平・中立な立場でお応えする機関のご紹介 

当社は、保険業法に基づく指定紛争解決機関である一般社団法人日本少額短期保険協

会と紛争解決等業務の実施に関する手続実施基本契約を締結しています。 

同協会では、少額短期保険業に関する一般的な相談のほか、少額短期保険業者の業務

に関する苦情や紛争に対応する窓口として、「少額短期ほけん相談室」を設けていま

す。当社との間で問題が解決できない場合には、「少額短期ほけん相談室」に解決の
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申し立てを行うことができます。詳しくは、日本少額短期保険協会のホームページを

ご参照ください。（https://www.shougakutanki.jp） 

 

〇一般社団法人日本少額短期保険協会 「少額短期ほけん相談室」（指定紛争解決機関） 

フリーダイヤル 0120-82-1144 

受付時間：９：00～12：00 13：00～17：00 

受付日：月曜日～金曜日（祝日ならびに年末年始休業期間を除く） 

 

 

 

https://www.shougakutanki.jp/
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Ⅲ 業績データ                                     

主要な業務の状況 (合併前の 2026 年 3 月 31 日時点で存在した２社の数値を併記しております) 

 

（１）東京海上トラスト少額短期保険株式会社（2026 年 4 月 1 日の合併前） 

 

主要な業務の状況を示す指標等（保険種目の区分ごとの正味収入保険料及び元受正味保

険料、支払再保険料、保険引受利益、正味支払保険金及び元受正味保険金、回収再保険

金） 

 

① 正味収入保険料                        （単位：千円） 

種目        年度 2024年度 2025年度 

火災保険 17,711 14,747 

合計 17,711 14,747 

  ※正味収入保険料とは、元受正味保険料から出再契約の支払再保険料を控除したものをいいます。 

 

② 元受正味保険料                        （単位：千円） 

種目        年度 2024年度 2025年度 

火災保険 353,658 294,964 

合計 353,658 294,964 

※元受正味保険料とは、元受保険料から元受解約返戻金およびその他返戻金を控除したものをいいます。 

 

③ 支払再保険料                         （単位：千円） 

種目        年度 2024年度 2025年度 

火災保険 335,946 280,216 

合計 335,946 280,216 

※支払再保険料とは、再保険料から再保険返戻金およびその他再保険収入を控除したものをいいます。 

 

④ 保険引受利益 （△は損失）                  （単位：千円） 

種目        年度 2024年度 2025年度 

火災保険 △2,348 △20,429 

合計 △2,348 △20,429 

※保険引受利益とは、経常利益から保険引受以外に係る収支を控除したものをいいます。 
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⑤ 正味支払保険金                        (単位：千円) 

種目        年度 2024年度 2025年度 

火災保険 3,116 3,752 

合計 3,116 3,752 

※正味支払保険金とは、元受正味保険金から出再契約の回収再保険金を控除したものをいいます。 

 

⑥ 元受正味保険金                        (単位：千円) 

種目        年度 2024年度 2025年度 

火災保険 62,337 75,038 

合計 62,337 75,038 

※元受正味保険金とは、元受契約の支払保険金から元受保険金戻入を控除したものをいいます。 

 

⑦ 回収再保険金                          (単位：千円) 

種目        年度 2024年度 2025年度 

火災保険 59,220 71,286 

合計 59,220 71,286 

 

 

 

保険契約に関する指標等 

① 契約者配当金の額 

該当ありません。 

 

② 正味損害率、正味事業費率及び正味合算率        

年度 2024年度 2025年度 

区分 正味損害率 正味事業費率 正味合算率 正味損害率 正味事業費率 正味合算率 

火災保険 17.6% 223.2% 240.8% 25.4% 382.1% 407.6% 

合計 17.6% 223.2% 240.8% 25.4% 382.1% 407.6% 

  ※正味損害率＝正味支払保険金÷正味収入保険料 

   ※正味事業費率＝正味事業費÷正味収入保険料 

   ※正味合算率＝正味損害率+正味事業費 

   ※正味事業費＝事業費―再保険手数料 
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③ 出再控除前の発生損害率、事業費率及び合算率 

年度 2024年度 2025年度 

区分 発生損害率 事業率 合算率 発生損害率 事業費率 合算率 

火災保険 11.9％ 87.7％ 99.6％   16.8% 142.0% 158.6% 

合計 11.9％ 87.7％ 99.6％ 16.8% 142.0% 158.6% 

※発生損害率＝当期発生保険金等÷当期既経過保険料 

   ※事業費率＝事業費（事業費+保険業法 113 繰延額（△）+保険業法 113 条繰延資産償却費）÷当期既経過保険料 

   ※合算率＝発生損害率+事業費率 

 

④ 出再を行った再保険会社の数と再保険料の上位 5社の割合 

2024年度 2025年度 

出再先保険会

社の数 

出再保険料のうち上位 5

社の出再保険料の割合 

出再先保険

会社の数 

出再保険料のうち上位 5

社の出再保険料の割合 

1社 100％ 1社  100％ 

 

⑤ 支払再保険料の格付けごとの割合 

2024年度 2025年度 

格付区分   

S&P社 

出再保険料における割合 格付区分  

S&P社 

出再保険料における割合 

ＡＡ‐ 100％ ＡＡ- 100％ 

合計 100％ 合計 100％ 

 

⑥ 未収再保険金の額                       (単位：千円) 

2024年度 2025年度 

49,659 44,416 

 

経理に関する指標等 

（保険種目の区分ごとの支払備金及び責任準備金、利益準備金及び任意積立金、損害率の 

上昇に対する経常利益又は経常損失の変動） 

   

① 支払備金                            (単位：千円) 

種目        年度 2024年度 2025年度 

火災保険 1,446 1,963 

合計 1,446 1,963 
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② 責任準備金                                   (単位：千円) 

種目        年度 2024年度 2025年度 

火災保険 19,524 17,228 

合計 19,524 17,228 
 

③ 利益準備金及び任意積立金の残高 

該当ありません。 
 

④ 損害率の上昇に対する経常損失の変動              (単位：千円) 

損害率上昇シナリオ 発生損害率が 1％上昇すると仮定 

計算方法 正味既経過保険料×1％ 

計上損失の増加 2024年度 166 2025年度 175 

 

資産運用に関する指標等 

① 資産運用の概況                       （単位：千円）   

 

項目      年度 
2024 年度 2025 年度 

金額 構成比 金額 構成比 

現預金 108,284 46.5% 41,287 37.4% 

金銭信託 0 0 0 0 

有価証券 0 0 0 0 

運用資産計 108,284 46.5% 41,287 37.4% 

総資産 233,060 100.0% 110,360 100% 
 

② 利息配当収人及び運用利回り 

 該当ありません。 

③ 保有有価証券の種類別の残高及び合計に対する構成比 

 該当ありません。 

④ 保有有価証券利回り 

 該当ありません。 

⑤ 有価証券の種類別の残存期間別残高 

 該当ありません。 

 

責任準備金の残高                           （単位：千円） 

種目     区分 普通責任準備金 異常責任準備金 契約者配当準備金 合    計 

火災保険 14,103 3,124 0 17,227 

合計 14,103 3,124 0 17,227 
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保険金等の支払能力の充実の状況（ソルベンシー・マージン比率）     (単位：千円) 

 2024年度 2025年度 

（1）ソルベンシー・マージン総額 47,993 27,745 

 ① 純資産の部の合計額（繰延資産等控除後の額） 45,306 24,620 

 ② 価額変動準備金 0 0 

 ③ 異常危険準備金 2,687 3,125 

 ④ 一般貸倒引当金 0 0 

 ⑤ その他有価証券評価差損（税効果控除前）(99％又は 100％) 0 0 

 ⑥ 土地の含み損益（85％又は 100％） 0 0 

 ⑦ 契約者配当金の一部（除、よく気配当所要額） 0 0 

 ⑧ 将来利益 0 0 

 ⑨ 税効果相当額 0 0 

 ⑩ 負債性資本調達手段 0 0 

   告示（第 14 号）第 2 条第 3 項 5 号イに掲げるもの（⑩（a）） 0 0 

    告示（第 14 号）第 2 条第 3 項 5 号ロに掲げるもの（⑩（b）） 0 0 

（2）リスクの合計額 √〔R1
2
+ R2

2
 〕+R3+R4 13,807 9,808 

 保険リスクの相当額 8,138 5,601 

  R1 一般保険リスク相当額 1,682 1,759 

  R4 巨大災害リスク相当額 6,455 3,843 

 R2 資産運用リスク相当額 6,699 5.356 

  価額変動等リスク相当額 0 0 

  信用リスク相当額 1,083 413 

  子会社等リスク相当額 0 0 

  再保険リスク相当額 5,119 4.499 

  再保険回収リスク相当額 497 444 

 R3 経営管理リスク相当額 445 329 

（3）ソルベンシー・マージン比率(1)/{(1/2)×(2)} 695.1% 565.7% 
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経理の状況 

第 2 貸借対照表                           

 

 

（貸借対照表に関する注記） 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記      

 （1）固定資産の減価償却の方法      

   ①有形固定資産      

    定額法を採用しています。       

   ②無形固定資産      

    定額法を採用しています。      

 （2）引当金の計上基準      

   ①賞与引当金      

    従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込み額の内、当期負担額を計上し

ています。  

（3）その他計算書類の作成のための基本となる重要事項    

   ① 消費税等の会計処理      

     消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。  

 （4）保険業法第 113 条繰延資産への繰入額及び償却の計算は、定款の規定に基づき行っ

ています。 
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 東京海上トラスト少額短期保険の現状 

当会社設立後最初の 5 事業年度の事業費は、各事業年度における保険事業純益と資

産運用純益の合計額を超える部分を限度に繰延資産に計上し、当会社設立後 10 年以

内の期間において毎年均等額以上を償却しています。 

（5）有形固定資産 

有形固定資産の減価償却累計額は 36 千円です。 
 

２. 支払備金及び責任準備金の内訳 

(１) 支払備金（普通支払備金+IBNR 備金）             (単位：千円) 

 金額 

支払備金(出再支払備金控除前) 39,267 

同上に係る出再支払備金 37,304 

差引 1,963 

 

(２) 責任準備金                          (単位：千円) 

 金額 

普通責任準備金(出再責任準備金控除前) 282,065 

同上に係る出再責任準備金 267,962 

差引 14,103 

異常危険準備金 3,125 

合計 17,228 

 

３.金融商品に関する事項 

（１）金融商品の状況に関する事項 

当社は、資産運用については短期的な預金に限定しております。 

又、借り入れによる資金調達は予定しておりません 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

      2026 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額は、次の通りであります。 

     (単位：千円) 

  貸借対照表計上額 時価 

現金及び預貯金 41,287 41,287 

代理店貸 443 443 

営業未収入金 2,822 2,822 

仮払金 0 0 

未払金 44,798 44,798 

関係会社未払金 20,859 20,859 

前受金 223 223 
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 東京海上トラスト少額短期保険の現状 

(注)金融商品の時価の算定方法 

    現金及び預貯金、代理店貸、営業未収入金、仮払金、未払金、関係会社未払金、前

受金は短期で決済されるため、時価は帳簿価格にほぼ等しいことから、当該帳簿価

格によっております。 

 

４.一株当たりの純資産額 

4,923 円.99 銭 
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 東京海上トラスト少額短期保険の現状 

第 3 損益計算書         （単位：千円） 
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 東京海上トラスト少額短期保険の現状 

（損益計算書に関する注記） 

１．収益及び費用に関する内訳  

（１）正味収入保険料                         (単位：千円) 

 金額 

元受正味保険料 294,964 

支払再保険料 280,216 

差引 14,748 
 

（２）正味支払保険金                         (単位：千円) 

 金額 

元受正味保険金 75,038 

回収再保険金 71,286 

差引 3,752 
 

（３）支払備金繰入額（普通支払備金繰入額∔IBNR 備金繰入額）     (単位：千円) 

 金額 

支払備金繰入額(出再支払備金控除前) 10,335 

同上に係る出再支払備金繰入額 9,819 

差引 516 
 

（４）責任準備金繰入額                          (単位：千円) 

 金額 

普通責任準備金繰入額（出再責任準備金控除前） △54,680 

同上に係る出再責任準備金繰入額 △51,946 

差引 △2,734 

異常危険準備金繰入額 438 

合計 △2,296 
 

（５）利息及び配当金等収入                       (単位：千円) 

 金額 

預貯金利息 134 

合計 134 
 

２．関係会社との取引高                          (単位：千円) 

 金額 

関係会社との取引による費用総額 147,482 

 

３．一株当たり当期純損失 

 △8,767 円.69 銭 
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 東京海上トラスト少額短期保険の現状 

第 4 キャッシュ・フロー計算書                    （単位：千円） 

 

 

（キャッシュ・フロー計算書に関する注記） 

１．現金及び現金同等物の範囲                    （単位：千円） 

 金額 

普通預金 41,287 

現金及び現金同等物の期末残高 41,287 
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 東京海上トラスト少額短期保険の現状 

第 5 株主資本等変動計算書 

              ２０２４年４月 1 日から 

   ２０２４年度                   株主資本等変動計算書 

              ２０２５年３月３１日まで           （単位：千円） 

 

 

              ２０２５年４月 1 日から 

   ２０２５年度                   株主資本等変動計算書 

              ２０２６年３月３１日まで          （単位：千円） 

 

（株主資本等変動計算書に関する注記）     

１. 当会計期間年度末日における発行済株式の数       5,000株  

２. 当会計期間年度末日における自己株式の数       なし  

３. 当会計期間年度末日までに行った剰余金の配当に関する事項  該当なし 

４. 当会計期間年度末日後に行なう剰余金の配当    該当なし 
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 東京海上トラスト少額短期保険の現状 

（２）旧 日本ワイド少額短期保険株式会社（2026 年 4 月 1 日の合併前） 

 

主要な業務の状況を示す指標等（保険種目の区分ごとの正味収入保険料及び元受正味保

険料、支払再保険料、保険引受利益、正味支払保険金及び元受正味保険金、回収再保険

金） 

 

① 正味収入保険料                        （単位：千円） 

種目        年度 2024年度 2025年度 

火災保険 20,680 18,978 

賠償責任保険 14,918 13,469 

合計 35,599 32,447 

  ※正味収入保険料とは、元受正味保険料から出再契約の支払再保険料を控除したものをいいます。 

 

② 元受正味保険料                        （単位：千円） 

種目        年度 2024年度 2025年度 

火災保険 206,805 189,785 

賠償責任保険 149,188 134,690 

合計 355,994 324,477 

※元受正味保険料とは、元受保険料から元受解約返戻金およびその他返戻金を控除したものをいいます。 

 

③ 支払再保険料                         （単位：千円） 

種目        年度 2024年度 2025年度 

火災保険 186,125 170,807 

賠償責任保険 134,270 121,221 

合計 320,395 292,029 

※支払再保険料とは、再保険料から再保険返戻金およびその他再保険収入を控除したものをいいます。 

 

④ 保険引受利益                         （単位：千円） 

種目        年度 2024年度 2025年度 

火災保険 15,027 3,444 

賠償責任保険 11,137 3,594 

合計 26,165 7,038 

※保険引受利益とは、経常利益から保険引受以外に係る収支を控除したものをいいます。 
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 東京海上トラスト少額短期保険の現状 

 

⑤ 正味支払保険金                        (単位：千円) 

種目        年度 2024年度 2025年度 

火災保険 1,031 3,387 

賠償責任保険 1,200 2,236 

合計 2,232 5,624 

※正味支払保険金とは、元受正味保険金から出再契約の回収再保険金を控除したものをいいます。 

 

⑥ 元受正味保険金                        (単位：千円) 

種目        年度 2024年度 2025年度 

火災保険 10,317 33,874 

賠償責任保険 12,006 22,363 

合計 22,325 56,247 

※元受正味保険金とは、元受契約の支払保険金から元受保険金戻入を控除したものをいいます。 

 

⑦ 回収再保険金                          (単位：千円) 

種目        年度 2024年度 2025年度 

火災保険 9,286 30,491 

賠償責任保険 10,806 20,130 

合計 20,093 50,622 

 

保険契約に関する指標等 

① 契約者配当金の額 

該当ありません。 

 

② 正味損害率、正味事業費率及び正味合算率        

年度 2024年度 2025年度 

区分 正味損害率 正味事業費率 正味合算率 正味損害率 正味事業費率 正味合算率 

火災保険 5.0 30.2 35.2 17.9 89.2 107.1 

賠償責任

保険 

8.0 30.5 38.5 16.6 90.3 106.9 

合計 6.3 30.3 36.6 17.3 89.6 106.9 

  ※正味損害率＝正味支払保険金÷正味収入保険料 

   ※正味事業費率＝正味事業費÷正味収入保険料 

   ※正味合算率＝正味損害率+正味事業費 

   ※正味事業費＝事業費―再保険手数料 
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 東京海上トラスト少額短期保険の現状 

③ 出再控除前の発生損害率、事業費率及び合算率 

年度 2024年度 2025年度 

区分 発生損害率 事業率 合算率 発生損害率 事業費率 合算率 

火災保険 5.0 72.1 77.1 17.9  78.0 95.9 

賠償責任

保険 

8.0 72.1 80.1 16.6 78.1 94.7 

合計 6.3 72.1 78.4 17.3 78.0 95.3 

※発生損害率＝当期発生保険金等÷当期既経過保険料 

   ※事業費率＝事業費（事業費+保険業法 113 繰延額（△）+保険業法 113 条繰延資産償却費）÷当期既経過保険料 

   ※合算率＝発生損害率+事業費率 

 

④ 出再を行った再保険会社の数と再保険料の上位 5社の割合 

2024年度 2025年度 

出再先保険会

社の数 

出再保険料のうち上位 5

社の出再保険料の割合 

出再先保険

会社の数 

出再保険料のうち上位 5

社の出再保険料の割合 

1社 100％ 1社  100％ 

 

⑤ 支払再保険料の格付けごとの割合 

2024年度 2025年度 

格付区分   

S&P社 

出再保険料における割合 格付区分  

S&P社 

出再保険料における割合 

ＡＡ‐ 100％ ＡＡ- 100％ 

合計 100％ 合計 100％ 

 

⑥ 未収再保険金の額                       (単位：千円) 

2024年度 2025年度 

3,312 2,653 
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 東京海上トラスト少額短期保険の現状 

経理に関する指標等 

（保険種目の区分ごとの支払備金及び責任準備金、利益準備金及び任意積立金、損害率の 

上昇に対する経常利益又は経常損失の変動） 

   

① 支払備金                            (単位：千円) 

種目        年度 2024年度 2025年度 

火災保険 1,435 337 

賠償責任保険 2,583 462 

合計 4,019 800 

 

② 責任準備金                                   (単位：千円) 

種目        年度 2024年度 2025年度 

火災保険 18,470 14,786 

賠償責任保険 14,239 11,839 

合計 32,709 26,626 

 

③ 利益準備金及び任意積立金の残高 

該当ありません。 

 

④ 損害率の上昇に対する経常損失の変動             (単位：千円) 

損害率上昇シナリオ 発生損害率が 1％上昇すると仮定 

計算方法 正味既経過保険料×1％ 

計上損失の増加 2024年度 342 2025年度 355 
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 東京海上トラスト少額短期保険の現状 

資産運用に関する指標等 

① 資産運用の概況                     （単位：千円）   

 

項目      年度 
2024 年度 2025 年度 

金額 構成比 金額 構成比 

現預金 113,537 41.5% 108,689 45.5% 

金銭信託 － － － － 

有価証券 － － － － 

運用資産計 113,537 41.5% 108,689 45.5% 

総資産 273,258 100.0% 238,779 100.0% 

 

② 利息配当収人及び運用利回り 

 該当ありません。 

③ 保有有価証券の種類別の残高及び合計に対する構成比 

 該当ありません。 

④ 保有有価証券利回り 

 該当ありません。 

⑤ 有価証券の種類別の残存期間別残高 

 該当ありません。 

 

責任準備金の残高                           （単位：千円） 

種目     区分 普通責任準備金 異常責任準備金 契約者配当準備金 合    計 

火災保険 11,700 3,086 － 14,786 

賠償責任保険 8,225 3,614 － 11,839 

合計 19,926 6,700 － 26,626 
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 東京海上トラスト少額短期保険の現状 

保険金等の支払能力の充実の状況（ソルベンシー・マージン比率） 

     (単位：千円) 

 2024年度 2025年度 

（1）ソルベンシー・マージン総額 101,454 112,230 

 ⑥ 純資産の部の合計額（繰延資産等控除後の額） 95,621 105,529 

 ⑦ 価額変動準備金 － － 

 ⑧ 異常危険準備金 5,832 6,700 

 ⑨ 一般貸倒引当金 － － 

 ⑩ その他有価証券評価差損（税効果控除前）(99％又は 100％) － － 

 ⑪ 土地の含み損益（85％又は 100％） － － 

 ⑫ 契約者配当金の一部（除、よく気配当所要額） － － 

 ⑬ 将来利益 － － 

 ⑭ 税効果相当額 － － 

 ⑮ 負債性資本調達手段 － － 

   告示（第 14 号）第 2 条第 3 項 5 号イに掲げるもの（⑩（a）） － － 

    告示（第 14 号）第 2 条第 3 項 5 号ロに掲げるもの（⑩（b）） － － 

（2）リスクの合計額 √〔R1
2
+ R2

2
 〕+R3+R4 8,821 13,980 

 保険リスクの相当額 5,546 11,412 

  R1 一般保険リスク相当額 3,434 3,535 

  R4 巨大災害リスク相当額 2,112 7,876 

 R2 資産運用リスク相当額 5,378 4,380 

  価額変動等リスク相当額 － － 

  信用リスク相当額 1,135 1,086 

  子会社等リスク相当額 － － 

  再保険リスク相当額 3,509 2,694 

  再保険回収リスク相当額 733 599 

 R3 経営管理リスク相当額 327 473 

（3）ソルベンシー・マージン比率(1)/{(1/2)×(2)} 2300.1％ 1605.5％ 
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 東京海上トラスト少額短期保険の現状 

経理の状況 

第 2 貸借対照表                          （単位：千円） 

 

 

（貸借対照表に関する注記） 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記      

 （1）固定資産の減価償却の方法      

   ①有形固定資産      

    定額法を採用しています。       

   ②無形固定資産      

    定額法を採用しています。      

（2）その他計算書類の作成のための基本となる重要事項    

   ① 消費税等の会計処理      

     消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。  

 （3）有形固定資産 

有形固定資産の減価償却累計額は 546 千円です。 
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 東京海上トラスト少額短期保険の現状 

２. 支払備金及び責任準備金の内訳 

（１） 支払備金（普通支払備金+IBNR 備金）          (単位：千円) 

 金額 

支払備金(出再支払備金控除前) 8,000 

同上に係る出再支払備金 7,200 

差引 800 
 

（２） 責任準備金                       (単位：千円) 

 金額 

普通責任準備金(出再責任準備金控除前) 199,260 

同上に係る出再責任準備金 179,334 

差引 19,926 

異常危険準備金 6,700 

合計 26,626 
 

３.金融商品に関する事項 

（１）金融商品の状況に関する事項 

当社は、資産運用については短期的な預金に限定しております。 

又、借り入れによる資金調達は予定しておりません 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

      2026 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額は、次の通りであります。 

     (単位：千円) 

  貸借対照表計上額 時価 

現金及び預貯金 108,689 108,689 

代理店貸 18 18 

営業未収入金 53,535 53,535 

仮払金 0 0 

未払金 9,576 9,576 

前受金 134 134 

(注)金融商品の時価の算定方法 

    現金及び預貯金、代理店貸、営業未収入金、仮払金、未払金、関係会社未払金、前

受金は短期で決済されるため、時価は帳簿価格にほぼ等しいことから、当該帳簿価

格によっております。 

 

４.一株当たりの純資産額 

27,058 円 90 銭 
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 東京海上トラスト少額短期保険の現状 

第 3 損益計算書         （単位：千円） 
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 東京海上トラスト少額短期保険の現状 

（損益計算書に関する注記） 

１．収益及び費用に関する内訳  

（１）正味収入保険料                         (単位：千円) 

 金額 

元受正味保険料 324,477 

支払再保険料 292,029 

差引 32,447 

 

（２）正味支払保険金                         (単位：千円) 

 金額 

元受正味保険金 56,247 

回収再保険金 50,622 

差引 5,624 

 

（３）支払備金繰入額（普通支払備金繰入額∔IBNR 備金繰入額）     (単位：千円) 

 金額 

支払備金繰入額(出再支払備金控除前) △32,190 

同上に係る出再支払備金繰入額 △28,971 

差引 △3,219 

 

（４）責任準備金繰入額                          (単位：千円) 

 金額 

普通責任準備金繰入額（出再責任準備金控除前） △69,500 

同上に係る出再責任準備金繰入額 △62,550 

差引 △6,950 

異常危険準備金繰入額 867 

合計 △6,083 

 

（５）利息及び配当金等収入                      (単位：千円) 

 金額 

預貯金利息 246 

合計 246 

 

２．一株当たり当期純利益 

 2,540 円.49 銭 
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 東京海上トラスト少額短期保険の現状 

 

第 4 キャッシュ・フロー計算書                    （単位：千円） 

 

 

（キャッシュ・フロー計算書に関する注記） 

１．現金及び現金同等物の範囲                    （単位：千円） 

 金額 

普通預金 108,689 

現金及び現金同等物の期末残高 108,689 
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 東京海上トラスト少額短期保険の現状 

第 5 株主資本等変動計算書 

              ２０２４年４月 1 日から 

   ２０２４年度                   株主資本等変動計算書 

              ２０２５年３月３１日まで           （単位：千円） 

 

              ２０２５年４月 1 日から 

   ２０２５年度                   株主資本等変動計算書 

              ２０２６年３月３１日まで           （単位：千円） 

 

（株主資本等変動計算書に関する注記）     

１. 当会計期間年度末日における発行済株式の数       3,900株  

２. 当会計期間年度末日における自己株式の数       なし  

３. 当会計期間年度末日までに行った剰余金の配当に関する事項  該当なし 

４. 当会計期間年度末日後に行なう剰余金の配当    該当なし 
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 東京海上トラスト少額短期保険の現状 

Ⅳ コーポレートデータ                                        

株式の状況 

（1）株式数  

        発行可能株式総数      8,000 株 

        発行済株式の総数      5,000 株 

（2）当年度末株主数                1 名 

（3）大株主 

株主の氏名又は名称 
当社への出資状況 

持株数等 持株比率 

東京海上ホールディングス 

株式会社 
5,000 株 100％ 

 

（4）新株予約権等に関する事項 

   該当ありません。 

（5）会計監査人に関する事項 

   該当ありません。 

 

会社の組織（2026 年 7 月 1 日現在） 
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 東京海上トラスト少額短期保険の現状 

役員の状況 

                   （2026 年 7 月 1 日現在） 

氏   名 役職 担当 兼職 

瀧澤 巌 
取締役社長 

（代表取締役） 

管理部 

業務部 
 

髙橋 篤志 取締役  
東京海上ミレア少額短期保険株式会社経

営企画部長 

木名瀬 裕貴 取締役  

東京海上ホールディングス株式会社国内事業企

画部経営管理グループマネージャー 

東京海上日動火災保険株式会社経営企画部国内

事業支援グループマネージャー 

東京海上ミレア少額短期保険株式会社取締役 

東京海上ウエスト少額短期保険株式会社取締役 

Tokio Marine X 少額短期保険株式会社取締役 

吉田 正子 監査役  

東京海上ミレア少額短期保険株式会社監査役 

東京海上ウエスト少額短期保険株式会社監査役 

NS ユナイテッド海運株式会社社外取締役 

株式会社松屋社外取締役 

 

従業員の状況 

区 分 前期末 当期末 当期増減（△） 

内務職員  ５名 ７名 ２名 

営業職員 － － － 

  

会社およびその子会社等の状況 

該当ありません。 

なお、2026 年 4 月 1 日に当社は日本ワイド少額短期保険株式会社と吸収合併しておりま

す。（存続会社は当社、消滅会社は日本ワイド少額短期保険株式会社です） 

 

店舗 （2026 年 7 月 1 日現在） 

本社  

〒220-8135 横浜市西区みなとみらい２‐２‐１‐１ 横浜ランドマークタワー35F 

電話：以下の HPに記載されているお問い合わせ内容ごとの電話番号に、お電話頂

くようにお願いします 

HP：https://www.trssi.co.jp/ 

 



 

 

 

 
53 

 

 東京海上トラスト少額短期保険の現状 
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